
7月
（文月） JULY
16日・海の日

高齢等で運転免許証を返納した者の申請に
より交付される返納前５年間の運転経歴の証
明書。従来は、交付後６か月に限り身分証明
書として使えましたが、本年４月１日から期
間制限がなくなったことに伴い、税法で規定
する金融機関等に提示する本人確認書類に
も、運転経歴証明書が追加されています。

国　税／6月分源泉所得税の納付 7月10日
国　税／納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月分）の納付

7月10日
国　税／所得税予定納税額の減額承認申請 7月17日
国　税／所得税予定納税額第1期分の納付 7月31日
国　税／5月決算法人の確定申告（法人税・消費

税等）、11月決算法人の中間申告 7月31日
国　税／8月、11月、2月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 7月31日
地方税／固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

市町村の条例で定める日
労　務／社会保険の報酬月額算定基礎届 7月10日
労　務／労働保険料（概算・確定）申告書の提出・

（全期・１期分）の納付 7月10日
労　務／障害者・高齢者雇用状況報告 7月17日
労　務／労働者死傷病報告（4月〜6月分）7月31日

運転経歴証明書

7 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント
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特
別
休
暇
と
は
、
主
に
企
業
が
定

め
る
休
暇
の
一
つ
で
、
法
律
で
付
与

義
務
が
定
め
ら
れ
て
い
る
休
暇
（
法

定
休
暇
）
以
外
に
企
業
が
労
働
者
に

与
え
る
こ
と
が
で
き
る
権
利
の
こ
と

で
す
。
通
常
定
め
ら
れ
て
い
る
年
次

有
給
休
暇
（
以
下
「
年
休
」
と
い
う
）

及
び
週
休
と
は
別
に
設
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

特
別
休
暇
は
、
労
働
基
準

法
に
基
づ
く
年
休
、
産
前
産

後
休
暇
（
産
前
六
週
間
（
多
胎
妊
娠

の
場
合
に
は
一
四
週
間
）
産
後
八
週

間
）、
生
理
休
暇
、
育
児
・
介
護
休
業

法
に
基
づ
く
育
児
休
業
及
び
介
護
休

業
、
子
の
看
護
休
暇
、
介
護
休
暇
、

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
・
母
子
保
健

法
に
基
づ
く
通
院
休
暇
等
の
法
定
休

暇
で
は
な
く
、
会
社
が
任
意
に
福
利

厚
生
の
一
環
と
し
て
恩
恵
的
に
与
え

る
休
暇
で
す
の
で
、
特
別
休
暇
そ
の

も
の
を
設
け
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
特
別
休
暇
を
設
け
る
の
で

あ
れ
ば
、
就
業
規
則
等
に
記
載
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

一
般
的
な
も
の
と
し
て
、

慶
弔
休
暇
、
病
気
休
暇
、
リ

フ
レ
ッ
シ
ュ
休
暇
（
勤
続
休
暇
）、
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
、
教
育
訓
練
休
暇
、

被
災
休
暇
、
証
人
休
暇
（
証
人
、
鑑

定
人
、
参
考
人
と
し
て
警
察
、
裁
判

所
に
出
頭
し
た
と
き
）
な
ど
が
あ
り

ま
す
。

特
別
休
暇
は
い
わ
ゆ
る
会
社
休
暇

で
す
か
ら
、
そ
の
内
容
、
対
象
者
、

付
与
要
件
、
有
効
期
限
、
有
給
か
無

給
か
、
出
勤
日
に
算
入
す
る
か
ど
う

か
な
ど
は
会
社
が
任
意
に
決
め
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
ノ
ー
ワ
ー
ク
ノ
ー

ペ
イ
の
原
則
に
よ
り
無
給
と
し
て
も

問
題
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
休
暇
が
多

い
会
社
は
と
も
か
く
と
し
て
、
無
給

で
は
特
別
休
暇
を
設
け
て
も
活
用
さ

れ
な
い
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
社

員
に
と
っ
て
も
特
別
休
暇
が
無
給
な

ら
、
有
給
の
年
休
を
取
得
す
れ
ば
よ

い
だ
け
の
こ
と
で
す
。

ま
た
、
残
っ
て
い
る
年
休
が
な
く
、

欠
勤
扱
い
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
場
合
、

会
社
に
よ
っ
て
は
賞
与
や
昇
進
の
査

定
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
あ
る
と
思

わ
れ
ま
す
の
で
、
配
慮
が
必
要
で
し

ょ
う
。

年
休
は
、
一
定
要
件
を
満
た

せ
ば
法
律
上
当
然
に
発
生
す
る

権
利
で
す
の
で
、
年
休
を
ど
の
よ
う
に

利
用
す
る
か
は
社
員
の
自
由
で
あ
り
、

会
社
は
そ
の
利
用
目
的
を
問
う
こ
と
は

で
き
ま
せ
ん
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
旨

の
定
め
を
し
て
も
、
そ
の
部
分
の
規
定

は
無
効
と
な
り
ま
す
。

特
別
休
暇
の
場
合
は
、
利
用
目
的
の

申
出
を
付
与
要
件
と
し
、
そ
の
定
め
を

す
る
こ
と
は
違
法
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

年
休
は
、
社
員
が
希
望
日

を
指
定
し
て
請
求
す
れ
ば
、

希
望
日
に
取
得
す
る
こ
と
が
で
き
ま
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特
別
休
暇
の
付
与
義
務

特
別
休
暇
は
、
就
業
規
則
等

に
規
定
し
、
必
ず
与
え
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。

Q1

具
体
的
な
特
別
休
暇

会
社
が
独
自
に
規
定
し
て
い

る
特
別
休
暇
に
は
、
ど
の
よ
う

な
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。

Q2

A

A

目
的
の
申
出

休
暇
の
申
出
を
す
る
場
合
、

Q3

A

特
別
休
暇
と
年
休
の
相
違
点

特
別
休
暇
を
申
し
出
る
場
合
、

年
休
と
は
ど
の
よ
う
な
点
で
異

な
る
の
で
す
か
。

Q4A そ
の
利
用
目
的
を
告
げ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。
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す
が
、
請
求
し
た
時
季
に
年
休
を
与

え
る
こ
と
が
事
業
の
正
常
な
運
営
を

妨
げ
る
場
合
（
年
末
な
ど
の
特
に
業

務
繁
忙
な
時
期
や
、
同
一
時
期
に
多

数
の
社
員
が
休
暇
請
求
を
し
た
た
め

全
員
に
休
暇
を
与
え
る
の
は
困
難
な

場
合
な
ど
）
は
、
他
の
時
季
に
変
更

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、

単
な
る
業
務
の
繁
忙
を
理
由
と
し
て

拒
否
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
が
、

社
員
に
取
得
日
の
変
更
を
申
し
出
る

こ
と
は
で
き
ま
す
。
こ
の
場
合
、
社

員
が
会
社
の
申
出
に
応
じ
る
か
否
か

は
、
社
員
の
判
断
に
委
ね
ら
れ
て
い

ま
す
。

特
別
休
暇
は
任
意
の
休
暇
で
す
の

で
、
会
社
の
承
認
が
必
要
で
あ
る
と

い
う
旨
の
定
め
を
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
ま
た
、
申
出
の
時
季
、
請
求

の
手
続
き
な
ど
に
つ
い
て
は
、
一
定

の
制
限
（
た
と
え
ば
、
定
め
ら
れ
た

期
日
ま
で
に
特
別
休
暇
の
申
出
を
し

な
け
れ
ば
、
休
暇
は
認
め
な
い
な
ど
）

を
設
け
る
こ
と
は
可
能
で
す
。
し
た

が
っ
て
、
単
に
業
務
繁
忙
と
い
う
理

由
で
拒
否
す
る
場
合
も
、
就
業
規
則

で
明
確
に
そ
の
旨
を
定
め
、
付
与
条

件
と
し
て
い
る
場
合
で
あ
れ
ば
拒
否

す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
。

休
日
は
労
働
義
務
の
な
い
日

で
あ
り
、
特
別
休
暇
は
福
利
厚

生
の
一
環
で
定
め
ら
れ
た
休
暇
な
の

で
、
土
、
日
を
含
ん
だ
付
与
日
数
と
し

て
も
差
し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
が
、
ト
ラ

ブ
ル
を
避
け
る
た
め
に
も
、
次
の
点
を

明
示
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

a

休
日
を
含
む
か
否
か

含
む
場
合
は
、「
特
別
休
暇
は
所

定
休
日
も
含
ん
だ
暦
日
数
で
計
算

す
る
」
な
ど
と
規
定
し
ま
す
。

s

連
続
取
得
か
、
分
割
で
も
可
能

か
及
び
休
暇
の
起
算
日

①

本
人
の
結
婚
の
場
合
は
、
連

続
七
日
以
内
（
新
婚
旅
行
を
含

む
日
数
で
、
入
籍
日
よ
り
半
年

以
内
の
取
得
に
限
る
）、
子
女
の

場
合
は
、
一
日
以
内
の
結
婚
休

暇
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る

な
ど
。

②

配
偶
者
の
死
亡
の
場
合
は
、

死
亡
日
よ
り
連
続
五
日
以
内
、

子
、
父
母
（
養
父
母
を
含
む
）

の
場
合
は
、
三
日
以
内
、
そ
の

他
の
三
親
等
内
の
親
族
の
場
合

は
、
二
日
以
内
の
忌
引
休
暇
を

請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
な
ど
。

③

配
偶
者
が
出
産
し
た
と
き
に

は
、
出
産
休
暇
と
し
て
出
産
当

日
の
休
暇
を
請
求
す
る
こ
と
が

で
き
る
な
ど
。

d

対
象
者
の
明
示

対
象
者
は
正
社
員
だ
け
か
ア
ル

バ
イ
ト
や
パ
ー
ト
に
も
適
用
す
る

の
か
、
ア
ル
バ
イ
ト
等
に
も
適
用

す
る
場
合
の
付
与
日
数
等
は
正
社

員
と
同
じ
日
数
で
よ
い
の
か
な
ど

を
規
定
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

出
勤
率
の
算
定
に
当
た
っ

て
の
法
的
な
定
め
は
あ
り
ま

せ
ん
の
で
、
会
社
が
任
意
で
定
め
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

特
別
休
暇
の
趣
旨
か
ら
も
全
労
働

日
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い

で
し
ょ
う
。
こ
の
場
合
は
そ
の
旨
を

就
業
規
則
等
に
規
定
し
ま
す
。

た
と
え
ば
、
全
労
働
日
が
一
三
〇

日
の
場
合
、
そ
の
八
割
は
一
〇
四
日

に
な
り
ま
す
。
こ
の
う
ち
三
日
間
特

別
休
暇
を
取
得
し
た
場
合
は
、
分
母
、

分
子
と
も
に
三
日
を
控
除
し
て
算
定

し
ま
す
。

年
休
の
時
効
は
二
年
間
で
、

こ
の
期
間
中
の
買
上
げ
は
で

き
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
①
労
働
基
準

法
を
上
回
り
付
与
し
て
い
る
法
定
外

の
日
数
分
を
買
い
上
げ
る
、
②
法
定

日
数
で
あ
っ
て
も
二
年
の
時
効
に
よ

り
そ
の
権
利
が
消
滅
す
る
も
の
を
二

年
経
過
後
に
買
い
上
げ
る
、
③
退
職

者
の
年
休
を
退
職
時
に
買
い
上
げ
る

場
合
は
違
法
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

一
方
、
特
別
休
暇
は
任
意
の
休
暇

で
す
の
で
、
未
消
化
の
年
休
を
買
い

上
げ
る
こ
と
は
違
法
で
は
あ
り
ま
せ

ん
が
望
ま
し
い
と
は
い
え
な
い
で
し

ょ
う
。
な
お
、
年
度
内
に
取
得
し
な

か
っ
た
休
暇
は
、
そ
の
年
度
内
で
消

滅
す
る
と
い
う
定
め
を
す
る
こ
と
も

可
能
で
す
。

A

休
日
を
挟
む
場
合

特
別
休
暇
中
に
土
曜
日
や
日

曜
日
な
ど
休
日
を
挟
む
場
合
は
、

そ
の
日
数
を
特
別
休
暇
に
含
め

て
も
問
題
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。

Q5

A

出
勤
率
の
計
算

特
別
休
暇
を
取
得
し
た
場
合
、

年
休
付
与
要
件
の
ひ
と
つ
で
あ

る
「
全
労
働
日
の
八
割
以
上
出

勤
」
は
、
ど
の
よ
う
に
算
定
す

れ
ば
よ
い
の
で
す
か
。

Q6

A

休
暇
の
買
い
上
げ

時
効
日
以
内
に
消
化
で
き
な

か
っ
た
休
暇
を
買
い
上
げ
る
こ

と
は
で
き
ま
す
か
。

Q7
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雇
用
保
険
の
受
給
資
格
者
が
、
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
の
指
示
に
よ
り
公
共
職

業
訓
練
等
を
受
け
る
場
合
に
は
、
技

能
習
得
手
当
（
受
講
手
当
及
び
通
所

手
当
（
交
通
費
））
が
支
給
さ
れ
ま

す
。こ

の
う
ち
受
講
手
当
は
、
平
成
二

十
三
年
度
末
ま
で
の
暫
定
措
置
と
し

て
訓
練
等
を
受
け
る
期
間
中
（
待
期

期
間
、
給
付
制
限
期
間
、
傷
病
手
当

の
支
給
日
、
職
業
訓
練
等
を
受
講
し

な
い
日
を
除
く
）、
日
額
七
〇
〇
円

が
支
給
さ
れ
ま
し
た
が
、
平
成
二
十

四
年
四
月
一
日
以
降
は
従
来
の
五
〇

〇
円
に
戻
る
と
と
も
に
支
給
期
間
が

四
〇
日
へ
と
大
幅
に
短
縮
さ
れ
ま
し

た
。た

だ
し
、
平
成
二
十
四
年
三
月
三

十
一
日
以
前
か
ら
受
講
手
当
を
受
け

て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、
金
額
は
四

月
一
日
以
降
五
〇
〇
円
に
変
更
さ
れ

ま
す
が
、
受
給
期
間
は
入
校
時
に
お

け
る
訓
練
終
了
予
定
日
ま
で
の
間
は

予
定
ど
お
り
行
わ
れ
ま
す
。

児童手当が改正

平成24年３月31日、「子ども手当」が
「児童手当」に戻るなど名称も含めて改正
され、６月分（10月支給分）から実施さ
れています。

新児童手当は、保護者が子育ての第一
義的責任を有するという認識の下に、家
庭等における生活の安定とともに、子ど
もの健やかな育ちを支援することを目的
とする手当です。

改正点のうちの一つが支給額の変更で、
３歳未満と３歳以上小学校修了前（第３
子以降）が１万５千円、３歳以上小学校
修了前（第１子、第２子）と中学生は１
万円になります。

二つ目が新たに所得制限が導入される
ことで、夫婦いずれかの所得が１定額以
上（たとえば、夫婦と子ども一人のモデ
ル世帯では917.8万円以上、子ども２人以
上のモデル世帯では960万円以上）ある
世帯は、当分の間、中学生以下の支給額
は月額５千円となります。

介護（補償）給付の
支給額が引下げ

介護補償給付（業務災害）及び介護給付
（通勤災害）は、仕事中や通勤途上のケガ
等が原因で働けなくなり、自宅で介護を受
けることになった場合であって、一定の障
害補償年金・傷病補償年金（業務災害）ま
たは障害年金・傷病年金（通勤災害）の受
給権者となった被災労働者が、常時または
随時に介護を要する状態にあり、かつ、現
に介護を受けているときに、その間支給さ
れるものです。

ただし、障害者支援施設に入所している
間及び病院または診療所に入院している間
は給付の対象になりません。

支給額は、月を単位に、被災労働者の区
分に応じて定められています。

この介護補償給付及び介護給付の支給額
が、平成24年４月１日から引き下げられ、
次のようになりました。

a 常時介護を要する人
① その月に費用を支出して介護を受け
た日がある場合の最高限度額
104,530円　→　104,290円

② その月に親族または友人の介護を受
けているとともに、介護費用を支出し
ていない場合または介護費用として支
出した額がある場合の最低保障額
56,720円　→　56,600円

s 随時介護を要する人
① その月に費用を支出して介護を受け
た日がある場合の最高限度額
52,270円　→　52,150円

② その月に親族または友人の介護を受
けているとともに、介護費用を支出し
ていない場合または介護費用として支
出した額がある場合の最低保障額
28,360円　→　28,300円

ちなみに、介護補償給付及び介護給付に
は特別支給金制度はありません。

受
講
手
当
が
引
下
げ


